
 

 

医療従事者等の確保 

８．参考資料 

（１）医師偏在指標について（厚生労働省ガイドラインより） 

 

〈構成〉 

人口 10 万人対医師数をベースに次の５要素を考慮した医師偏在指標を設定

地域ごとに性年齢階級による受療率の違いを調整。 

①医療需要（ニーズ）及び将来の人口 ②人口構成とその変化  ③患者の流出入等 

④へき地等の地理的条件※  ⑤医師の性別・年齢分布  ⑥医師偏在の種別（区域、診

療科、入院／外来）   

※「へき地等の地理的条件」については、医師偏在指標の算出式に加味されていない 

〈標準化医師数（分子）〉 

・使用する統計データは、医師数は令和２年三師統計調査から引用 

・医師数は、性別ごとに 20 歳代、30 歳代・・・60 歳代、70 歳以上に区分して、平均労

働時間の違いを用いて調整 

・複数の医療機関に勤務する医師の取り扱いについて、その状況を踏まえ、主たる従事

先で 0.8 人、従たる従事先で 0.2 人として算出 

〈地域の標準化受療率等（分母）〉 

・使用する統計データのうち、人口は令和３年１月１日時点人口から引用 

・受療率等については、平成 29 年患者調査から引用（入退院患者数、患者の流出入につ

いても平成 29 年患者調査から引用）  

※令和２年の患者調査は新型コロナウイルス感染症の影響を受けているため。 

〈留意点〉 

・医師偏在指標は、エビデンスに基づき、人口 10 万人あたり医師数よりも医師の偏在の

状況をより適切に反映するものとして、医 師偏在対策の推進において活用されるもの

である。 

・しかしながら、医師偏在指標の算定に当たっては、一定の仮定が必要であり、また、

入手できるデータの限界などにより、指標の算定式に必ずしも全ての医師偏在の状況

を表しうる要素を盛り込めているものではない。 

・医師偏在指標の活用に当たっては、医師の絶対的な充足状況を示すものではなく、あ

くまでも相対的な偏在の状況を表すものであるという性質を十分に理解した上で、数

値を絶対的な基準として取り扱うことや機械的な運用を行うことのないよう十分に留

意する必要がある。 

・また、医師偏在指標の活用に当たっては、地域医療構想の推進や医師の働き方改革も

踏まえた一体的な議論が重要であることから、地域の実情に合わせた医療提供体制の

維持を十分に考慮すること。 
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医療従事者等の確保 

１）医師偏在指標の算出方法 

 

 

２）産科医師偏在指標の算出式 

 

 

 

 

 

地域の人口 ／ 10万 × 地域の標準化受療率比※２

=医師偏在指標
標準化医師数※１

／ 1000件

(※1)　標準化分娩取扱医師数　＝Σ性年齢階級別医師数　×　性年齢階級別平均労働時間　／　全医師の平均労働時間　　

(医師数：医師届出票に記載されている主たる従事先と従たる従事先が所在する医療圏が異なる場合は、主たる従事者では0.8人、
　　　　　　従たる従事者では0.2人として算出)

産科における
医師偏在指標

=

（分娩取扱医師偏在指標）

分娩件数

標準化分娩取扱医師数※１

※分娩取扱医師：三師調査で過去２年間に「分娩の取扱いあり」と回答した産婦人科・産科、婦人科
　　　　　　　　　　　を主たる診療科とする医師

Σ（全国の性年齢階級別調整受療率※4 × 地域の性年齢階級別人口）

地域の人口
(※3) 地域の期待受療率　＝ 

(※1) 標準化医師数 ＝ Σ性年齢階級別医師数 × 性年齢階級別平均労働時間 ／ 全医師の平均労働時間

(医師数：医師届出票に記載されている主たる従事先と従たる従事先が所在する医療圏が異なる場合は、主たる従事者では0.8人、
　　　　　　従たる従事者では0.2人として算出)

(※2) 地域の標準化受療率比　＝　地域の期待受療率※3　／　全国の期待受療率

(※4) 全国の性年齢階級別調整受療率 ＝ 無床診療所医療医師需要度※5 × 全国の無床診療所受療率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋ 全国の入院受療率

(※5) 無床診療所医療医師需要度　　(マクロ需給推計において、外来医師需要は、無床診療所において外来医療を提供している医師需要を推計)

＝
マクロ需給推計における外来医師需要 ／ 全国の無床診療所外来患者数※6

＝　全国の外来患者数　×

マクロ需給推計における入院医師需要 ／ 全国の入院患者数

(※６) 全国の無床診療所外来患者数

   初診・再診・在宅医療算定回数【無床診療所】

初診・再診・在宅医療算定回数【有床診療所・無床診療所】
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医療従事者等の確保 

３）小児科医師偏在指標の算出式 

 

（２）計画終了時における目標とする医師数の算出方法 

（国が定時する計画開始時の医師偏在指標を維持するための医師数の算出方法） 

 

 

 

 

 

 

地域の人口 ／ 10万 ×
小児科医師偏在指標 =

標準化小児科医師数※１

地域の標準化受療率比※２

(※5) 無床診療所医療医師需要度　　(マクロ需給推計において、外来医師需要は、無床診療所において外来医療を提供している医師需要を推計)

(※3) 地域の期待受療率　＝ 
Σ（全国の性年齢階級別調整受療率※4 × 地域の性年齢階級別年少人口）

地域の年少人口

(※4) 全国の性年齢階級別調整受療率 ＝ 無床診療所医療医師需要度※5 × 全国の無床診療所受療率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋ 全国の入院受療率

(※1) 標準化小児科医師数 ＝ Σ性年齢階級別医師数 × 性年齢階級別平均労働時間 ／ 全医師の平均労働時間

(医師数：医師届出票に記載されている主たる従事先と従たる従事先が所在する医療圏が異なる場合は、主たる従事者では0.8人、
　　　　　　従たる従事者では0.2人として算出)

(※2) 地域の標準化受療率比　＝　地域の期待受療率※3　／　全国の期待受療率

＝
マクロ需給推計における外来医師需要 ／ 全国の無床診療所外来患者数※6

マクロ需給推計における入院医師需要 ／ 全国の入院患者数

(※６) 全国の無床診療所外来患者数

   初診・再診・在宅医療算定回数【無床診療所】
＝　全国の外来患者数　×

初診・再診・在宅医療算定回数【有床診療所・無床診療所】

＜参考＞

目標医師数　＝　医師偏在指標（計画開始時）　×　推計人口／10万　　　　（計画終了時）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×　地域の標準化受療率（計画終了時）

医師偏在指標　＝
（計画開始時）

標準化医師数（計画開始時）
地域の人口／10万　　×　　地域の標準化受療率比

（計画開始時）　　　　　　（計画開始時）
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医療従事者等の確保 

（３）医師確保計画（計画期間令和２年～５年）に係る評価 

 

 

 

１．現行の医師確保計画（計画期間令和２年～５年）に係る評価 

１．基本的な考え方 

 県内の医師確保が図られるよう、医師が働きがいを持ち続けられる勤務環境の整備に関す

る取組を推進する。 

３．目標、具体的な取組、実績、評価（全医療圏共通）  

２．奈良県の医師確保に関する課題、方針、目標及び具体的な施策（全医療圏共通）  
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医療従事者等の確保 

 

 

 

 

３．目標、具体的な取組、実績、評価（全医療圏共通）  
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医療従事者等の確保 
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